
大阪府障がい者施策推進協議会への意見            　               　　　　　2015.2.13
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●議題１　第４期障がい福祉計画・第４次障がい者計画について
○福祉計画全般について、府が昨年５月に「基本的な考え方」を示し、各市町村が示した数値を積み上げたものが府の数値目標とされているが、それでは議論にならないため、第５期計画策定時には、基本的な考え方を示す前に府内の状況を示し、府がどのような方針を示すか議論できるようにして頂きたい。
○Ⅰ　「地域やまちで過ごす」
・14頁　（１）①地域移行　～国が地域移行１２％以上、入所者削減４％以上としているところ、府は移行１４．９％、削減５．６％としていることは一定評価できるが、これは金剛コロニーや砂川厚生センターからの移行分も見込んだ数値となっているのか？
・触法障害者の地域移行は既に始まっているが、府と市町村、法務関係機関や地域定着支援センター、あるいは砂川厚生センターや基幹相談センターのそれぞれの役割分担や連携の仕組みが明確でなく、グループホーム等の事業所への直接移行が進められるなど「受入れ事業者だのみ」の不安定な状態にあり、ともすれば「１事業所の責任」とされやすく、各機関での責任の押し付け合いも見られる。「府として関係機関のそれぞれの役割や連携の仕組みを明確にし、受入れ事業所をバックアップしていく、各機関での共通認識づくりのための研修を実施する」と、地域移行や相談支援の課題に明記して頂きたい。
・15頁　（３）①グループホーム　～この間の問題として、グループホームにおける消防法でのスプリンクラー設置義務化や建築基準法での寄宿舎扱いの問題、公営住宅の目的外使用の問題などが出ており、グループホームが「借りられない、追い出される」といった問題が発生しないよう、国に働きかけることや、関係部局とも対応を検討することを記述して頂きたい。
・○の１つ目　～「重度重複障害者や医療的ケアが必要な障害者も利用できるグループホームの整備」だけでなく、「支援体制づくりも含めて検討」と加筆頂きたい。
・16頁　（３）②福祉サービスの確保　～８９頁以降の市町村別の数値目標を見ても、まだまだ市町村格差が残っているように見受けられる。サービスによっては平成２９年度においても利用者０としている市や非常に低い市もあるが、「市町村格差の是正に向け、利用者ニーズに照らし合わせ、適切な数値目標を定めるよう更に個別具体的に働きかけていく」と記述頂きたい。
・19頁　（４）まちで快適に生活できる　～この間広がってきている鉄道駅舎の無人化問題について、当事者が不利益を被らないよう、国、鉄道各社に積極的に働きかける旨を記述頂きたい。
・以上の課題について、「３．具体的な取り組みと目標」のところにもそれぞれ付記して頂きたい。
・27頁　（３）⑦○の７つ目　強度行動障害支援者養成研修　～現在、行動援護養成研修は年１回しか開催されていないが、各事業所ではヘルパーがまとまって業務から離れ研修参加することは難しく、行動援護対象者であっても移動支援で外出し続ける現状がある。今後、強度行動障害支援者研修として実施されるにあたり、複数回の研修開催を検討するとし、その旨を記述頂きたい。
○Ⅱ　「学ぶ」
・32頁　（２）③○の３つ目　自立支援推進校と共生推進校　～４０頁の表を見てもこの間共生推進校数は伸ばしているが、自立支援推進校についても伸ばすことを検討し、その旨を記述頂きたい。
○Ⅳ　「心や体、命を大切にする」　
・55頁　（１）①医療サービスの充実　～この間課題となっている入院時の介護の保障や、精神障害者の精神科以外の入院、精神障害者への重度障害者医療助成の適用等の課題について記述頂きたい。
・57頁　（２）○の３つ目　高次脳機能障害者への支援　～府高次脳機能障がい相談支援センターでは就労可能な軽度の高次脳機能障害者への対応中心で、重度者の生活支援等に対応していないと言われていたが、地域支援ネットワークづくりにおいて重度者の地域生活支援への相談対応もできるようにする旨を記述頂きたい。
・62頁　○の３つ目　たん吸引等　～この間研修事業所は減少し、一方で事業所数は１８０事業所を超えていると思われるが、それぞれ地域の偏りの是正も見込んで数値の再設定が必要ではないか。
○Ⅴ　「楽しむ」
・64頁　「めざすべき姿」　～楽しみを支えるためには、ボランティアだけでなくガイドヘルパーや通訳介助者などの充足が必要である旨を加筆頂きたい。（65頁（３）余暇活動のところにも記述）。
○Ⅵ　「人間としての尊厳を持って生きる」
・71頁　（２）①障害者差別の禁止　～ガイドラインや体制整備だけでなく、提言でも書かれている「条例づくりについても検討する」と明記頂きたい。
・72頁　（３）①防災の推進　○の１つ目　～「市町村での避難行動要支援者支援プランの策定」の後に、「要支援者名簿や個別支援計画の作成も含め、支援が必要と認められる者が対象から漏れないよう、当事者や家族への周知・啓発も進める」ことを記述頂きたい。
　○の６つ目　～福祉関係施設だけでなく、「居宅介護等の障害福祉サービス事業所」も災害時に重要な役割を果たすため加筆頂きたい。
●議題２　大阪府差別解消ガイドライン案について
○はじめに　１　ガイドライン策定の背景　（２）現状と課題～何が差別にあたるか
・４頁　「差別解消法では、何が差別にあたるかといった具体的な内容は明らかにされていません。」という表記ですまされているが、権利条約にある差別の定義や、差別解消法の趣旨・目的などをわかりやすく盛り込んだ方がよいように思われる。冒頭に「合理的配慮」そのものの説明がないが、法の趣旨をふまえたわかりやすい説明を盛り込んで頂きたい。
・５頁　３　ガイドライン利用に当たっての留意事項　
　条例の必要性については全く触れられておらず、ここに新たな項目として「３（３）条例の必要性についての検討」を設け、「ガイドラインをより実効性のあるものとするために、今後、条例の策定について検討する必要があります。」との記述を設けて頂きたい。
○障がいを理由とする差別とは？
・10～11頁　正当な理由と過重な負担のところや、以下の各分野のところにおいて、「正当な理由の事例」を表記をなくし、「個別事案ごとに判断」として頂いたことについては感謝したい。今後も「正当化事由」は盛り込まないでおいて頂きたい。
・12頁　個人の差別的行為について　～説明部分の「同じサービスを利用する他の利用者の理解が不可欠？であり、事業者もつきつめれば個人から構成され個人の考えが事業に反映される」の部分は理解しにくく、それよりも「個人の行為は対象ではないが、差別が発生しないよう、より一層効果的な啓発が必要」との趣旨の文章に差し替えて頂きたい。
○ガイドラインの対象分野
・「情報・コミュニケーション」の項目そのものが削除されているが、復活して頂きたい。また各分野で「合理的配慮の不提供」のところは、「障がい者から何らかの配慮を求める意思の表明があった場合に…障がい者の権利利益を侵害すること」と同じ文言が何回も出てくるが必要か？
・26頁　「福祉サービス分野」の合理的配慮事例で「事業所内の物の配置をなるべく変えないようにしている」の意味が不明であり、加筆すべき。
・27頁　「公共交通機関分野」のところは「公共施設、公共サービス」が削除され、交通課題のみとされているが、テーマパークのアトラクションなども削除されており、復活すべきではないか。
・29頁　「住宅分野」の「望ましい合理的配慮の事例」として、「退居の手続き等の際に、事前に書面や口頭で十分な説明をしたり…親族や支援者に連絡」とあり、その退居の理由は不明だが、説明や連絡をすれば退居させられるように解釈される危険もあるため、削除すべきではないか。また記載するならその理由と合わせて書くべきであり、もしトラブル等の場合では「相談支援事業や福祉行政につなぎ、生活の安定に向け支援する」といった表現の方がよい。　
・31頁　「教育分野」の「不当な差別的取扱い」のところで「障がいを理由として、正当な理由なく、本人や保護者の意に反して、入学する学校を決定すること」が削除されており、差別事例では「医療的ケアの必要な子どもが入学・入園を拒否される」、合理的配慮事例では「発達障がい等の障がいの特性に応じて授業の工夫や支援」などが削除されているが、それぞれ復活して頂きたい。
・34頁　「医療分野」の「不当な差別的取扱い」のところで、「障がいを理由として、正当な理由なく、本人の意に反して医療を強制すること」が削除されているが、復活して頂きたい。
                                                      以上、検討をよろしくお願いします。

